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送配電ネットワークの現状と課題①

■ 現在の送配電設備は、普段の電力需要に関わらずピーク時の需要を前提に構築
⇒ 電力10社の基幹送電線の平均利用率 １９．４％
基幹送電線や地域間連系線をはじめとした送配電設備は、特に夜間等は容量に余裕

■ 再生可能エネルギーの更なる活用のためには送配電ネットワークの大幅な増強が必要
⇒ 今後見込まれる地域間連系線等の増強 約６．０～７．０兆円（ベースシナリオ）
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出典：経済産業省「電力ネットワークの次世代化」（2022）電力広域的運営推進機関 広域機関システム公表データより作成
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東北－東京間連系線の運用容量と潮流実績
（令和４年１１月１日～７日） 運用容量（東京向け）

運用容量（東北向け）

潮流実績



送配電ネットワークの現状と課題②
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■ 現在の送配電設備は、1970年代を中心に建設されたものが多数（鉄塔の場合約6.5万基、全体の約3割）

■ 今後、大量の設備が更新時期を迎えることから、巨額の投資が必要

出典: 経済産業省｢大規模災害時における停電対策について｣ (2019)



オフィスビル群

① 電力の供給地と需要地の双方に大規模蓄電池を整備
② 供給（発電）のピーク時に供給地側の蓄電池に充電
③ 夜間など送配電設備の容量に余裕のある時間帯に供給地側から需要地側の蓄電池に送電
④ 需要のピーク時に需要地側の蓄電池から出力
⑤ 需要地側の蓄電池が十分に充電され、電力需給に余裕のある場合は、供給地側の蓄電池の電気を
水素製造に活用

大規模蓄電池による信頼性・経済性の高い送配電ネットワークの創出
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効 果

■ 送配電設備の運用容量が低下し、設備のダウンサイジングが可能（投資・運用コスト削減）

■ 需給逼迫時や非常時に大規模蓄電池からの電力供給が可能となり、社会全体の強靭性が向上

■ 余剰電力を有効に活用し、国内の水素利活用の拡大に貢献

大都市の地下に大規模蓄電池を設置
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駅

需要地側の大規模蓄電池
のイメージ

1Gwh（約10,000㎥）の蓄電池
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間支えることが可能
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大規模蓄電池により強靭な送配電ネットワークを構築

・夜間など送配電設備の容
量に余裕がある時間帯に
供給地側の蓄電池へ送電

・送配電設備の利用率が向
上し、効率化

・発電のピーク時に供
給側の蓄電池に充電

・需要地側の蓄電池に
十分に充電されている
場合などは、水素製造
に活用

・需要のピーク時に
需要地側の蓄電池
から出力
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送配電電力供給供給地側の大規模蓄電池
のイメージ

発電所近辺に大規模蓄電池と
水素製造プラントをセットで設置
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に活用FCV
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